
【第５－１号様式】


令和　　年　　月　　日　

東大和市長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名　　　　　  　　　　　　　　　㊞



企　画　提　案　書


東大和市生活困窮者自立支援業務委託について、企画提案書を提出します。
なお、本企画提案書の提出に当たっては、虚偽の事実がないこと、優先交渉権者に選定された場合は、本企画提案の内容に基づき協議を行うこと、契約がなされたときは、履行保証することを確約します。


【注意事項】
[bookmark: _Hlk239352915]１　記入枠内の文字制限はありません。記入欄が不足する場合には、適宜各欄を広げて記載してください。
２　別紙による提案も可能ですが、本様式に記載されている項目を漏れなく記載してください。
３　全体像をイメージした図解等を別添しても構いません。














【第５－２号様式】
第１ 事業運営方針に関する事項
	１　事業運営に関する基本的な考え方 
· 現在の社会情勢等を踏まえて、生活困窮者自立促進支援モデル事業に対する基本的な考え方を説明すること
· 対象者への支援の考え方や姿勢、事業執行における公平性・公正性の確保の考え方についても含めて記載すること。
































【第５－３号様式】
第２ 事業の実施体制の内容に関する事項
	１　事業の実施体制
· どのような経歴、資格、経験等を持つ者を何人配置するのか、確保出来ている人数とその者の経歴等、また、これから確保する場合は、確保の方策を含めて記載すること。
· 職員勤務体制を記載すること。
· 行政からの委託事業に関する実績の主なものを記載すること。






























２　人材育成、業務のマニュアル化
· 人材育成方針、研修計画等、職員の資質向上のため具体的な取組等を記載すること。
· 業務ノウハウの体系化の方法について記載すること。




































【第５－４号様式】
第３ 事業内容に関する事項
	１ 自立相談支援業務 
（１）生活困窮者の把握と支援計画の作成、支援調整会議を踏まえた支援の実施
· 生活困窮者の把握方法、スクリーニング・アセスメント及び支援計画策定の方法、支援計画策定後の支援の方法（支援調整会議についての考え方や開催計画等）などについて記載すること。






























１ 自立相談支援業務
（２）住居確保給付金
○ 事業を実施するにあたっての体制整備や対象者への支援方法について記載すること。
















１ 自立相談支援業務
（３）関係機関とのネットワークづくり及び社会資源の開発
· 地域の関係機関のネットワークづくりや連携方法、また、その活用方法、社会資源の開発方法などについて記載すること。














２ 就労準備支援業務
· 就労準備支援の方法について、その詳細を記載すること。



































３ 家計相談支援業務
· 家計相談支援の方法について、その詳細を記載すること。



































４ 子どもの学習・生活支援業務
· 子どもの学習・生活支援の方法について、その詳細を記載すること。



































５　個人情報の取扱い・広報活動
· 個人情報の適正な取扱いを確保するために講じる措置について記載すること。（個人情報の管理体制及び職員への教育等についても記載すること。）また、生活困窮者自立支援事業の周知方法について記載すること。















６　その他独自提案事項
· 上記のほか、東大和市の地域特性や生活困窮者支援に係る課題等を踏まえ、本事業の効果的な実施に資する独自の提案について記載すること。


















【第５－５号様式】
参 考 見 積 額
	参考見積額
	円

	（提案上限額）
	（47,402千円）

	項　目
	参考内訳価格（円）
	備　考

	[　　　　　　　　　　　　　]
	
	

	[　　　　　　　　　　　　　]
	
	

	[　　　　　　　　　　　　　]
	
	

	[　　　　　　　　　　　　　]
	
	

	[　　　　　　　　　　　　　]
	
	

	[　　　　　　　　　　　　　]
	
	

	[　　　　　　　　　　　　　]
	
	

	[　　　　　　　　　　　　　]
	
	

	[　　　　　　　　　　　　　]
	
	

	諸　経　費
	
	

	その他費用
	
	

	合　計
	
	


注意 １　「項目」については、可能な限り詳細に分けて記載してください。（国が定める自立相談支援事業等の見積書の項目を推奨）
　　 ２　「諸経費」については、業務種別ごとに割り振ることができない経費について記載してください。
３　「その他費用」については、他の項目にあてはまらない費用がある場合に計上し、その内容を備考欄に記載してください。該当がない場合は「－」表記としてください。
４　記入欄が不足する場合には、適宜各欄を広げて記載してください。
